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広島大学大学院人間社会科学研究科細則 

 

（令和 2 年 4 月 1 日研究科長決裁） 

 

  広島 大学大学院人 間 社会科学研究科細 則  

 (趣旨) 

第 1 条 この細則は ， 広島大学大学院規 則(平 成 20 年 1 月 15 日規則 第 2 号 。以下「大

学 院 規 則 」 と い う 。 )に 定 め る も の の ほ か ， 広 島 大 学 大 学 院 人 間 社 会 科 学 研 究 科 (以 下

「研究科」という 。)の 学生の修学に関し ，必 要な事項を定める もの とする。  

 (教育研究上の目 的) 

第 2 条 研究科及び各 専攻の教育研究上 の目 的は，次の 表のと おり とする。  

専攻等 教育研究上の目的 

研究科 

 研 究 科 は ， 2 つ の ミ ッ シ ョ ン を 有 す る 。 人 間 と 社 会 の

た め の 諸 科 学 を 追 究 す る こ と ， 教 育 に よ る 持 続 可 能 で 平

和な世界 の構築 を目指 すこと ， の 2 つで ある 。これらに

副 っ て ， 人 間 や 社 会 に 関 す る 深 い 見 識 と 専 門 分 野 以 外 へ

の 強 い 関 心 を 持 ち ， 自 然 科 学 や 生 命 科 学 を 含 む 他 分 野 の

専 門 家 と 協 働 し て 将 来 の 人 類 社 会 を 創 造 す る 人 材 を 育 成

する。 

人文社会科学専攻 

（博士課程前期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 他 領 域 へ の 関 心 を 持 ち ， 持 続 可 能

で 平 和 な 世 界 の 構 築 を 目 指 し て ， 現 在 社 会 に お け る 価 値

の 再 検 討 や 新 し い 価 値 の 創 造 を も た ら す 人 材 を 育 成 す

る。 

（博士課程後期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 他 領 域 へ の 関 心 を 持 ち ， 持 続 可 能

で 平 和 な 世 界 の 構 築 を 先 導 す る リ ー ダ ー と し て ， 現 在 社

会 に お け る 価 値 の 再 検 討 や 新 し い 価 値 の 創 造 を も た ら す

人材を育成する。 

教育科学専攻 

（博士課程前期） 

 グ ロ ー バ ル な 視 野 と 人 類 が 抱 え る 様 々 な 課 題 へ の 深 い

洞 察 を 持 ち ， 教 育 に よ る 将 来 の 人 類 社 会 の 創 造 を 目 指 す

人材を育成する。 

（博士課程後期） 

グ ロ ー バ ル な 視 野 と 人 類 が 抱 え る 様 々 な 課 題 へ の 深 い

洞 察 を 持 ち ， 社 会 の リ ー ダ ー と し て 教 育 に よ る 将 来 の 人

類社会の創造を先 導す る人材を育成する 。 

教職開発専攻 

（専門職学位課程 ） 

 新 し い 学 校 づ く り の 有 力 な 一 員 と な り 得 る 新 人 教 員 ，

新 し い 学 校 づ く り の 中 心 と な る ミ ド ル ・ リ ー ダ ー ， こ れ

か ら の 学 校 づ く り を け ん 引 し 指 導 的 な 役 割 を 果 た し 得 る

スクールリーダー 等の 高度専門職業人を 養成 する。  

実務法学専攻 

（専門職学位課程 ） 

 一 つ 一 つ の 紛 争 の 解 決 及 び 事 前 予 防 が 家 庭 ， 社 会 ， ひ

い て は 世 界 の 平 和 ・ 平 穏 を 導 く と の 自 覚 を 持 っ た ， 主 体

性 の あ る 学 び に よ っ て ， ① 「 学 修 の 転 移 ・ 活 用

（transfer of learning）」 のプロ セス を経 た，高 度な

専 門 的 法 律 知 識 を 紛 争 解 決 の 場 面 に 応 用 し ， 状 況 に 応 じ

て 適 切 か つ 柔 軟 に 運 用 で き る 思 考 力 と 判 断 力  ， ② 法 の

定 め や 先 例 が な い 利 害 対 立 状 況 で も ， 自 ら 原 理 原 則 を 選

択 し 妥 当 な 利 害 調 整 策 を 探 求 し 構 築 で き る ， 創 造 性 に 富

ん だ 法 的 思 考 力 ， ③ 充 実 し た 法 的 サ ー ビ ス と 法 的 支 援 の
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求 め に 応 え る 「 国 民 の 社 会 生 活 上 の 医 師 」 と し て の ， 人

間 や 社 会 に 対 す る 深 い 洞 察 力 と 理 解 力 ， 並 び に ④ 高 度 専

門 職 業 人 （ プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン ） と し て の 職 責 を 深 く 自 覚

し ， 日 々 の 活 動 を 真 摯 に 自 省 し な が ら ， 知 性 を 錬 磨 し

日 々 研 鑽 を 継 続 す る 力 を 兼 ね 備 え 法 曹 界 を 牽 引 す る 高 度

専門職業人を養成 する 。 

広島大学・グラー ツ大 学

国際連携サステイ ナビ リ

ティ学専攻 

（修士課程） 

SDGs 達成に 向けた 地域 と世界の 喫緊の 課題， とりわけ，

貧 困 の 削 減 に 対 し て ， 開 発 学 に お け る 国 際 協 力 論 を 基 盤

に し ， 社 会 科 学 的 ア プ ロ ー チ で 研 究 や 実 務 を 遂 行 で き る

能 力 を 有 す る と と も に ， 大 学 ・ 研 究 機 関 ， 政 府 ・ 国 際 機

関 ， 民 間 企 業 ， NGO 等 に お い て ， 他 者 と 協 働 で き る 高 い

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 を 有 し ， 国 際 的 な 労 働 市 場 で 高

い就職力(Employability)を発揮できる人 材を養 成する。  

 (学位プログラム) 

第 3 条 人文社会科学専 攻に，次の各号の 学位 プログラムを置く 。  

 (1) 人文学プロ グラ ム 

 (2) 心理学プロ グラ ム 

 (3) 法学・政治 学プ ログラム  

 (4) 経済学プロ グラ ム 

 (5) マネジメン トプ ログラム  

 (6) 国際平和共 生プ ログラム  

 (7) 国際経済開 発プ ログラム  

 (8) 人間総合科 学プ ログラム  

2 教育科学専攻に ，次 の各号の学位プロ グラ ムを置く。  

 (1) 教師教育デ ザイ ン学プログラム  

 (2) 教育学プロ グラ ム 

 (3) 日本語教育 学プ ログラム  

 (4) 国際教育開 発プ ログラム  

3  教職 開発専攻に， 教 職開発プログラム を置 く。 

4 実務法学専攻に ，実 務法学プログラム を置 く。 

5 学 生(広 島 大 学 ・ グ ラ ー ツ 大 学 国 際 連 携 サ ス テ イ ナ ビ リ テ ィ 学 専 攻 (以 下 「 国 際 連 携

専攻」 とい う。)の 学生 を除く 。)は， 前各 項に 掲げる 学位 プロ グラ ム のうち ，い ずれ

か一つを専攻する もの とする。 

 (コース) 

第 4 条 人文社会科学 専攻(博士課程前期)心 理学プログラムに ，心 理学先端研究コー ス

及び臨床心理学実 践・ 研究コースを置く 。 

2 教育科学専攻教 育学 プログラム に，教 育学 コース及び高等教 育学 コースを置く。  

3 教 職 開 発 専 攻 教 職 開 発 プ ロ グ ラ ム に ， 学 校 マ ネ ジ メ ン ト コ ー ス 及 び 教 育 実 践 開 発

コースを置く。 

4  第１項に 掲げ る学 位プロ グラ ムと は別 に ，教育 プロ グラ ムを 置 くこと がで きる 。 当

該教育プログラム の履 修方法等について は， 別に定める。  

 (教育課程) 

第 5 条 研究科の教育 課程は，別表第 1 から 別表第 5 までのとおり とする。  

 (授業科目等) 

第 6 条 研究科におい て開設する 授業科 目及 びその単位数は， 別表 第 1 から 別表第 5 ま

でのとおりとする 。 

2 授業時間割表は ，学 年の始めに発表す る。  

(単位数の計算基準) 

第 7 条 授業科目の単 位数の計算は，次 の基 準による。  

(1) 講義は，15 時間の 授業をもって 1 単位と する。 
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(2) 演習は，15 時間又 は 30 時間の授業をもっ て 1 単位とする。 

(3) 実験及び実習 ，30 時間，40 時間又は 45 時間の授業をもって 1 単 位とする。  

2  一の授業 科目 につ いて ，二 以上 の方 法の 併用 によ り授 業を 行う 場合 の単 位数 の計算

は，1 単位の授業科目 を 45 時間の学修を必要 とする内容をもっ て構 成することとなる

よう，前項の基準 を考 慮してそれらの方 法ご とに時間を定める もの とする。  

 (履修方法等) 

第 8 条 学生(実務法学 専攻の学生を除く 。 以 下この条において 同じ 。)は，主指導教員

の 指 導 に よ り ， 履 修 し よ う と す る 授 業 科 目 を 決 定 し ， 毎 学 期 の 指 定 す る 期 間 に 所 定 の

手続をしなければ なら ない。 

2  前項の規 定に よる 所定 の手 続を しな い者 には ，履 修を 認め ない 。た だし ，特 別の事

情 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 に 限 り ， 当 該 授 業 科 目 担 当 教 員 の 承 認 を 得 て 履 修 を 認 め る

ことがある。 

第 8 条 の 2 修 了の要 件として学生が修 得す べき単位数につい て， 博士課程前期の学 生

が 1 学期に履修科目と して登録すること がで きる単位数の上限 は，26 単位とする。た

だし，集中講義の 授業 科目の単位を除く 。  

2 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 所 定 の 単 位 を 優 れ た 成 績 を も っ

て 修 得 し た 学 生 に つ い て は ， 次 学 期 に 単 位 数 の 上 限 を 超 え て 履 修 科 目 の 登 録 を 認 め る

ことができる。 

第 9 条 教職開発専攻 の学生が１年間に 履修 科目として登録す るこ とができる単位数 の

上限は，実習科目 の単 位を除き 40 単位とする 。 

第 10 条 実 務法 学専 攻の 学生 は， チュ ータ ーの 指導 によ り， 履修 しよ うと する 授業科

目を決定し，毎学 期の 指定する期間に所 定の 手続をしなければ なら ない。  

2  実務法学専攻の学 生が 1 年間に履修科目 として登録するこ とが できる単位数の上 限

は，原則とし て 1 年次 は 36 単位，2 年次 は 36 単位（エクスター ンシ ップを履修する者

は 37 単 位），3 年次は 44 単位とする 。ただし ，認定連携法曹基 礎課 程(実務法学専攻

以 外 の 法 科 大 学 院 の み と 認 定 法 曹 養 成 連 携 協 定 を 締 結 し て い る 大 学 の 課 程 を 含 む 。 第

18 条第 2 項にお いて 同じ。)を修了 して実務 法学専攻に入学 した者 その他登録した 履

修 科 目 の 単 位 を 別 に 定 め る 基 準 に 照 ら し て 優 れ た 成 績 を も っ て 修 得 す る こ と が 見 込 ま

れる者として研究 科が 認める学生につい ては ，１年につき 44 単 位ま で履修科目として

登録を認めること がで きる。 

3  その他， 実務 法学 専攻 の学 生の 進級 及び 単位 修得 につ いて は， 実務 法学 専攻 の定め

るところによる。 

第 11 条 学 生は ，主 指導 教員 （実 務法 学専 攻の 学生 は， チュ ータ ー） が必 要と 認めた

場 合 は ， 他 の 研 究 科 の 授 業 科 目 を 当 該 研 究 科 の 定 め る と こ ろ に よ り 履 修 す る こ と が で

きる。 

第 12 条 他 の研 究科 の学 生は ，研 究科 の授 業科 目を 履修 しよ うと する とき は， 当該授

業 科 目 担 当 教 員 の 承 認 を 得 て ， 毎 学 期 の 指 定 す る 期 間 に 所 定 の 手 続 を し な け れ ば な ら

ない。 

 (指導教員) 

第 13 条 教授会は，授 業科目の履修指導 及び 研究指導を行うた めに ，学生 (実務法学専

攻の学生を除く。 以下 この条において同 じ。)の入学後学生ごと に主 指導教員 1 人及び

2 人以上の副指 導教員 を定める。 ただ し，副 指導教員のうち 1 人は ，主指導教員と は

専門の異なる教員 とす る。 

2  前項の規定にかか わらず，国際連携 専攻 の学生については ，主 指導教員 1 人及 び 1

人以上の副指導教 員を 定めるものとする 。  

3  学生は， 指導 教員 の変 更を 希望 する とき は， 関係 指導 教員 の承 認を 得て 研究 科長に

願 い 出 て ， そ の 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い 。 た だ し ， 特 別 の 事 情 が あ る 場 合 は ， 研 究

科長に直接願い出 るこ とができる 

 (チューター) 

第 14 条 研 究科 長は ，授 業科 目の 履修 の指 導等 を行 うた めに ， 実 務法 学専 攻の 学生の
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入学後速やかに学 生ご とにチューターを 定め る。 

 (研究題目) 

第 15 条 学 生(実 務 法 学専 攻の 学生 を除 く。 )は， 主指 導教 員の 指導 によ り， 入学 後速

やかに研究題目を 研究 科長に届け出なけ れば ならない。  

(教育方法の特例) 

第 16 条 研 究科 にお いて は， 教授 会の 議を 経て 研究 科長 が教 育上 特別 の必 要が あると

認 め た と き は ， 夜 間 そ の 他 特 定 の 時 間 又 は 時 期 に お い て 授 業 又 は 研 究 指 導 を 行 う 等 の

適当な方法により 教育 を行うことができ る。  

(長期にわたる教育 課程 の履修) 

第 17 条 長 期に わた る教 育課 程の 履修 につ いて は， 広島 大学 長期 履修 の取 扱い に関す

る細則(平成 16 年 4 月 1 日副学長(教育・学生 担当)決裁)の定め ると ころにより取り扱

う。 

2  長期履修の期間の 最長年限は，修士 課程 及び博士課程前期 にあ っては 4 年，博士課

程後期及び実務法 学専 攻にあっては 6 年とす る。 

(学生交流及び留学 等) 

第 17 条 の 2 研 究科は ，教育上有益と認 める ときは，他の大学 院(外 国の大学院及び国

際連合大学を含 む。)の 教育課程におい て履修 した授業科目に ついて 修得した単位を ，

研究科の教授会の 議を 経て，15 単位(教職開発 専攻にあっては 22 単位 ，実務法学専攻

にあっては 36 単位と する。)を超えな い範囲 で研究科におけ る授業 科目の履修によ り

修得したものとみ なす ことができる。 

2  前項の規 定は ，学 生（ 教職 開発 専攻 の学 生を 除く 。） が， 外国 の大 学院 が行 う通信

教育における授業 科目 を我が国において 履修 する場合について 準用 する。  

3  前 2 項の規定により 修得したものとみ なす ことができる単位 数は ，合わせて 15 単位

(教職開発専攻 にあって は 22 単位，実 務法学 専攻にあっては ，36 単 位とする。)を超

えないものとする 。 

 (入学前の既修得 単位 の認定) 

第 18 条 研究科は，教 育上有益と認める とき は，研究科に入学 する 前に大学院 (外国の

大 学 院 を 含 む 。)の 教 育 課 程 に お い て 履 修 し た 授 業 科 目 に つ い て 修 得 し た 単 位 (科 目 等

履修生として修 得した 単位を含む。)を ，研究 科における授業 科目の 履修により修得 し

たものとみなすこ とが できる。 

2  前項の規 定に より 修得 した もの とみ なす こと ので きる 単位 数は ，転 学の 場合 を除 き，

研 究 科 に お い て 修 得 し た 単 位 (科 目 等 履 修 生 と し て 修 得 し た 単 位 を 含 む 。 )以 外 の も の

については，15 単位（ 教職開発専攻にあ って は，前条第 1 項及び 第 2 項の規定に より

修得したものとみ なす ことができる単位 数と 合わせて 22 単位と する 。実務法学専攻に

あっては，前条第 1 項 及び第 2 項の規定によ り修得したものと みな すことができる単

位数と合わせて 36 単位 とする(ただし ，認定 連携法曹基礎課程 を修 了して実務法学専

攻 に 入 学 し た 者 又 は こ れ ら の 者 と 同 等 の 学 識 を 有 す る と 研 究 科 が 認 め る 者 が そ の 入 学

前 に 実 務 法 学 専 攻 以 外 の 認 定 連 携 法 科 大 学 院 に お い て 履 修 し た 授 業 科 目 に つ い て 修 得

した単位について は， 前条第 1 項及び第 2 項の規定により修得 した ものとみなすこと

ができる単位数と 合わ せて 52 単位とする。） 。)を超えないもの とす る。 

3  前条及び 前項 の規 定に 基づ き研 究科(教職 開発 専攻 及び 実務 法学 専攻 を除 く。)にお

いて修得したもの とみ なすことができる 単位 数は，合わせて 20 単位 を超えないものと

する。 

4  前 3 項の規定による既修得単位の認 定は ，広島大学既修得 単位 等の認定に関する 細

則(平成 16 年 4 月 1 日副学長(教育・学生 担当)決裁)の定めると ころ による。  

5  実務法学 専攻 にお いて ， 入 学時 に既 に十 分な 実務 経験 を有 する 者で あっ て， 当該実

務 経 験 等 を 評 価 し た 上 で 研 究 科 が 適 当 と 認 め る 場 合 に は ， 展 開 ・ 先 端 科 目 に 属 す る 授

業 科 目 (選 択 必 修 科 目 を 除 く 。 )の う ち 当 該 実 務 経 験 等 に 相 当 す る と 認 め ら れ る も の に

代 え て 法 律 基 本 科 目 の 履 修 を 認 め ， こ れ に よ る 単 位 数 を 展 開 ・ 先 端 科 目 の 単 位 数 に 算

入することができ る(算 入することのでき る単 位数は 4 単位を上限と する。)。 
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 (教育職員免 許状) 

第 19 条 学生は，教育 職員免許法（昭和 24 年 法律第 147 号）及び教 育職員免許法施行

規則（昭和 29 年文 部省 令第 26 号）に定め る所 定の授業科目の単 位を 修得したときは，

次 の 表 に 掲 げ る 免 許 状 及 び 免 許 教 科 の 種 類 に 応 じ ， 教 育 職 員 の 普 通 免 許 状 の 授 与 の 所

要資格を取得する こと ができる。 

専攻等 免許状の種類 免許教科の種類 

人文社会科学専攻 

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,英語,ドイ ツ語, 

 フランス語 

高等学校教諭専修 免許 状  国語,地理歴 史,公民,英語, 

 ドイツ語,フ ランス語 

教育科学専攻 

幼稚園教諭専修免 許状  

小学校教諭専修免 許状  

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,数学,理科,音楽,美術, 

 保健体育,技 術,家庭,英語 

高等学校教諭専修 免許 状 
 国語,地理歴 史,公民,数学,理科, 

 音楽,美術,書道,保健 体育,家庭, 

 情報,工業,英語 

特 別 支 援 学 校 教 諭 専修 免許 状 
(視 覚 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(聴 覚 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(知 的 障 害 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(肢 体 不 自 由 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

(病 弱 者 に 関 す る 教 育 の 領 域 ) 

 

教職開発専攻 

幼稚園教諭専修免 許状  

小学校教諭専修免 許状  

中学校教諭専修免 許状  国語,社会,数学,理科,音楽,美術, 

 保健体育,保 健,技術,家庭,英語 

高等学校教諭専修 免許 状 

国語,地理歴史,公 民,数 学,理科, 

音楽,美術,書道,保 健体 育,保健, 

家庭,情報,農業,工 業,商業, 

英語 

2  前項 の授業科目及 び その履修方法等に つい ては，別に定める 。  

(博士課程前期の修 了要 件) 

第 20 条 博士課程前 期 の修了要件は，当 該課 程に 2 年 以上在学し， 別表第 1 に定める

授業科目を履修の 上 30 単位以上修得し， かつ ，必要な研究指導 を受 けた上，修士論文

を 在 学 中 に 提 出 し て そ の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ と と す る 。 た だ し ， 在 学 期 間

に 関 し て は ， 教 授 会 の 議 を 経 て 研 究 科 長 が 優 れ た 業 績 を 上 げ た と 認 め る 者 に つ い て は ，

当該課程に 1 年以上在 学すれば足りるも のと する。  

2  前項の場 合に おい て， 人文 学プ ログ ラム ，経 済学 プロ グラ ム， マネ ジメ ント プログ

ラ ム 及 び 教 育 学 プ ロ グ ラ ム は ， 特 定 の 課 題 に つ い て の 研 究 の 成 果 の 審 査 を も っ て 修 士

論文の審査に代え るこ とができる。 

第 21 条 前条の規定に かかわらず，大学 院規 則第 25 条の 3 第 1 項に定める博士課程

リ ー ダ ー 育 成 プ ロ グ ラ ム を 履 修 す る 者 は ， 修 士 論 文 の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ

とに代えて，次に 掲げ る試験及び審査に 合格 することとするこ とが できる。  

(1) 専攻分野に 関する 高度の専門的知識 及び 能力並びに当該専 攻分 野に関連する分野 の

基 礎 的 素 養 で あ っ て 当 該 博 士 課 程 前 期 に お い て 修 得 し ， 涵 養 す べ き も の に つ い て の 試

験 

(2) 博士論文に 係る研 究を主体的に遂行 する ために必要な能力 であ って当該博士課程 前

期において修得す べき ものについての審 査  

 (博士課程後期の 修了 要件) 
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第 22 条 博士課程後 期 の修了の要件は， 当該 課程に 3 年以上在学し ，別表第 2 に定め

る授業科目を履修 の上 10 単位以上修得し， かつ ，必要な研究指導 を受 けた上，博士論

文 を 在 学 期 間 中 に 提 出 し て そ の 審 査 及 び 最 終 試 験 に 合 格 す る こ と と す る 。 た だ し ， 在

学 期 間 及 び 履 修 単 位 に 関 し て は ， 教 授 会 の 議 を 経 て 研 究 科 長 が 優 れ た 業 績 を 上 げ た と

認 め る 者 に つ い て は ， 当 該 課 程 に １ 年 （ ２ 年 未 満 の 在 学 期 間 を も っ て 修 士 課 程 又 は 博

士 課 程 前 期 を 修 了 し た 者 に あ っ て は ， 当 該 在 学 期 間 を 含 め て ３ 年 ） 以 上 在 学 す れ ば 足

りるものとする。 

 (専門職学位課程(教 職開発専攻)の修了 要件) 

第 23 条 専門職学位課 程(教職開発専攻)の修 了要件は，当該課 程に 2 年以上在学し ，

別表第 3 に定める授業 科目を履修の上 49 単位 以上修得し，かつ ，課 題研究報告書を在

学中に提出してそ の審 査に合格すること とす る。 

 (専門職学位課程(実 務法学専攻)の修了 要件) 

第 24 条 専門職学位課 程(実務法学専攻)の修 了要件は，当該課 程に 3 年以上在学し ，

別表第 4 の定めるとこ ろにより 99 単位以上を 修得することとす る。 ただし，在学期間

に 関 し て は ， 入 学 前 の 既 修 得 単 位 に つ い て 認 定 さ れ た 者 に つ い て は ， 1 年 を 超 え な い

範囲で当該単位の 数に 相当する期間在学 期間 を短縮することが でき るものとする。  

2  前項の規定に かかわ らず， 法学既修者(専攻 において必要とさ れる 法律学の基礎的な

学識を有すると 認めら れる者 をいう。)につい ては，在学期間 を 1 年 短縮し，22 単位

を修得したもの とみな すものとし，そ の修了 の要件は，当該 課程に 2 年以上在学し ，

別表第 4 の定めるとこ ろにより 77 単位以上修 得することとする 。  

3 法 学 既 修 者 に つ い て は ， 前 項 の 規 定 に よ り 修 得 し た も の と み な す こ と が で き る 単 位

数，第 17 条の 2 第 1 項及び第 2 項並びに第

8

1 ㄀別表
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第 27 条 学位論 文等の 審査については， 広島 大学学位規則（平 成 16 年 4 月 1 日規則第

8 号）及び広島大学学 位 規則人間社会科学 研究 科内規（令和 2 年 4 月 1 日研究科長決

裁）の定めるとこ ろに よる。 

 (最終試験) 

第 28 条 修 士課 程， 博士 課程 前期 及び 博士 課程 後期 の最 終試 験は ，所 定の 単位 を修得

し，かつ，必要な 研究 指導を受けた上， 所定 の学位論文を提出 した 者について行う。  

2  最終 試験の期日及 び 方法は，あらかじ め発 表する。  

 (再入学) 

第 29 条 修 士課 程， 博士 課程 前期 ，博 士課 程後 期又 は 専 門職 学位 課程 を退 学し た者で

再 入 学 を 志 願 す る も の は ， 学 期 の 始 め に 限 り ， 教 授 会 の 議 を 経 て 学 長 に 願 い 出 る こ と

が で き る 。 こ の 場 合 に お い て ， 再 入 学 し た 者 の 就 業 年 限 及 び 在 学 年 限 に つ い て は ， 別

に定める。 

2  再入 学志願者に対 し ては，必要に応じ 学力 試験を行うことが ある 。  

3  再入学は ，退 学前 の専 攻に 入学 し， 退学 前の 学位 プロ グラ ムを 専攻 する もの とす る。  

  (休学) 

第 30 条 学 生が 休学 しよ うと する とき は， 所定 の手 続を 行い ，研 究科 長の 許可 を得な

ければならない。 

 (退学) 

第 31 条 学 生が 退学 しよ うと する とき は， 所定 の手 続を 行い ，学 長の 許可 を得 なけれ

ばならない。 

(転学) 

第 32 条 学 生が 他の 大学 院に 転学 しよ うと する とき は， 所定 の手 続を 行い ，学 長に願

い出なければなら ない 。 

2  他の大学 院及 び国 際連 合大 学の 課程 から 研究 科に 転学 を志 願す る者 につ いて は，所

定の手続を行い， 学長 の許可を得なけれ ばな らない。  

 (転専攻) 

第 32 条の 2 国際連携専攻への転専攻及び国際連携専攻から他の専攻への転専攻は，原則として認

めない。ただし，教授会において特別の事情があると認めた場合は，この限りでない。 

(学位プログラムの 変更) 

第 33 条 人 文社 会科 学専 攻及 び教 育科 学専 攻の 学生 が専 攻す る学 位プ ログ ラム の変更

を 希 望 す る と き は ， 所 定 の 手 続 を 行 い ， 教 授 会 の 議 を 経 て ， 研 究 科 長 の 許 可 を 得 な け

ればならない。 

2  専門 職学位課程の 学 生の学位プログラ ムの 変更は，認めない 。  

(雑則) 

第 34 条 こ の細 則に 定め るも のの ほか ，学 生の 修学 に関 し必 要な 事項 は， 教授 会の議

を経て別に定める 。 

 

   附 則 

 この細則は，令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

   附 則(令和 2 年 9 月 17 日 一部改正) 

 この細則は，令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 

    

附 則（令和 3 年 9 月 30 日 一部改正） 

 1 この細則は， 令和 3 年 10 月 1 日から施行する。 

2 令和 3 年 4 月 1 日 以前に入学した学 生の 履修科目の登録の 上限 については，この

細則による改正後 の広 島大学大学院人間 社会 科学研究科細則第 8 条 の 2 の規定にか

かわらず，なお従 前の 例による。    
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附 則(令和 3 年 10 月 28 日 一部改正) 

1 この細則は，令 和 3 年 10 月 28 日から施行 し，この細則によ る改 正後の広島大学

大学院人間社会科 学研 究科細則の規定は ，令 和 3 年 4 月 1 日から適用する。 

2 令 和 2 年 度に 入学 した 広島 大学 ・グ ラー ツ大 学国 際連 携サ ステ イナ ビリ ティ 学専

攻の 学生 の教 育課 程に つい ては ，こ の細 則に よる 改正 後の 広島 大学 大学 院人 間社会

科学研究科細則の 規定 にかかわらず，な お従 前の例による。  

 

   附 則 (令和 4 年 3 月 24 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

2 令 和 3 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等 は， この 細則 によ る改 正後 の広 島大

学人間社会科学研 究科 細則の規定にかか わら ず，なお従前の例 によ る。 

 

   附 則(令和 4 年 9 月 22 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

2 令 和 3 年 度以 前に 入学 した 広島 大学 ・グ ラー ツ大 学国 際連 携サ ステ イナ ビリ ティ

学専 攻の 学生 の教 育課 程に つい ては ，こ の細 則に よる 改正 後の 広島 大学 大学 院人間

社会科学研究科細 則の 規定にかかわらず ，な お従前の例による 。  

 

   附 則 (令和 5 年 3 月 31 日 一部改正) 

1 この細則は，令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

2 令 和 4 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等 は， この 細則 によ る改 正後 の広 島大

学人間社会科学研 究科 細則の規定にかか わら ず，なお従前の例 によ る。 

 

附 則 (令和 5 年 4 月 27 日 一部改正)  

1 この細則は，令和 5 年 4 月 27 日から施行し，この細則による 改正 後の広島大学大

学院人間社会科学 研究 科細則(以下「新細 則」 という。)の規定は ，令 和 5 年 4 月 1

日から適用する。 

2 令 和 4 年 度以 前に 入学 した 学生 の教 育課 程等 は， 新細 則の 規定 にか かわ らず ，な

お従前の例による 。 

 


